
様式５
令和　年　月　日
　豊橋市長　長坂　尚登　様
所　 在 　地：
商号及び名称：
代表者職氏名：
提案書の提出について
下記委託業務に係る提案書の募集について、提案書を提出します。なお、本書及び添付書類の記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
記
1. 業務の名称　　豊橋市市有施設への再生可能エネルギー等導入事業（資源化センター余熱利用施設）
2. 添付書類
（1） 事業実施スケジュール（様式５-１）
（2） 事業実施体制（様式５－２）

（3） 電気料金見積書（様式６）
（4） 2025年度電力使用量を用いたシミュレーション（様式６－１）

記載担当者
所　属 ：
職氏名 ：
電　話 ：
ＦＡＸ ：
E-mail ：
	１．事業の実施主体について

	20年間の長期契約を維持・管理できる安定した財務・収益基盤を有し、不測の事態においても本事業を20年間、確実に履行・継続できる組織体制や類似実績を備えているか。


（注）枠等は特に設ける必要はない。
	２．実施方針及び事業目的の達成に向けた提案について

	実施方針及び事業目的の達成に向けた提案内容について記載すること。


（注）枠等は特に設ける必要はない。
	３．事業実施計画について

	⑴契約期間における事業収支計画を記載すること。なお、事業収支計画には工事費及び運転・維持管理費を含めること。



（注）枠等は特に設ける必要はない。
	３．事業実施計画について

	⑵設備の設置及び電力供給開始から契約満了までの計画を記載すること。なお、事業実施スケジュール（様式５-１）を用いることを可能とする。


（注）枠等は特に設ける必要はない。
	４．リスクの低減について

	本事業おけるリスクの想定及びその低減に関する方策について記載すること。また、契約予定である損害保険等について記載すること。


（注）枠等は特に設ける必要はない。
	５．機器・機材の選定について

	機器・機材の選定について、事業の実施に係る法令及び制度に基づく規格・認証を受けたものであるか。また、事業の実施に係る法令及び制度等の機器選定条件を満たすものであるか記載すること。


（注）枠等は特に設ける必要はない。

	６．設備の設置、防水施工に係る保証等について

	設備の設置及び防水施工に係る保証期間並びに保証内容について記載すること。


（注）枠等は特に設ける必要はない。

	７．維持管理体制について

	維持管理及び緊急時対応の体制について記載すること。


（注）枠等は特に設ける必要はない。
	８．周辺環境への配慮について

	事業の実施における施設利用者、周辺住民及び施設周辺への配慮（騒音・振動対策、景観、安全の確保等）について記載すること。


（注）枠等は特に設ける必要はない。

	９．施設の運営、維持管理における安全性の確保について

	事業の実施において、施設の運営及び維持管理に支障をきたさないための安全性の確保について記載すること。なお、自家用電気工作物の保安及び防火管理者（消防計画等）の考え方を含め記載すること。


（注）枠等は特に設ける必要はない。
	１０．事業内容について

	事業の目的及び施設の規模・特性を考慮した上で、以下⑴から⑷について記載すること。
⑴設置する設備の規模（導入容量）について
⑵運転及び維持管理について

⑶モニタリング（CO2排出量の削減効果の計測・検証）の方法について
⑷蓄電池の設置や既存太陽光発電設備等の撤去等、仕様書を上回る提案について（任意）


（注）枠等は特に設ける必要はない。
	１１．導入効果について

	導入効果について以下の⑴から⑸に関するシミュレーションを記載すること。
⑴施設の電力使用量
⑵設置する設備の発電量
⑶設置する設備の発電量のうち施設で使用する電力量
⑷電気料金及びCO2排出量の削減効果
⑸再生可能エネルギーへの転換率

補足１：シミュレーションの記載方法は自由とし、表を用いることを可とする。

補足２：⑴から⑶は1年間における月毎の量を、⑷は1年間及び20年間の効果を記載すること。
補足３：電力の使用量及び発電量は小数点第1位以下を四捨五入すること。電気料金は小数点第3位以下を四捨五入すること。CO2排出量は小数点以下を切り捨てること。再生可能エネルギーへの転換率は小数点第2位以下を四捨五入すること。
補足４：導入効果のシミュレーションについて、日射量は国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構の日射量データベースを参考にすること。施設の電力使用量は別紙３「３０分単位の電力使用量の実績」を参考にすること。CO2の算定は様式６－１に記載の基礎排出係数を用いること。なお、これら以外の資料を参考とした場合は、資料の名称等、資料が特定できる情報を明記すること。
補足５：導入機器の仕様に則した発電能力や発電ロス等を考慮すること。また、機器の仕様が分かるものを提案書と併せ提出すること。


（注）枠等は特に設ける必要はない。
	１２．電力供給期間終了後の設備の取り扱い方法について

	電力供給期間終了後の設備の取り扱い方法について、「事業者負担による設備の撤去」又は「市への無償譲渡」を提案すること。ただし、「市への無償譲渡」を提案する場合は、譲渡後における、市にとって最も有利となる運用期間及び収支のシミュレーションを本様式において提案し、併せてその根拠を明示すること。

　また、本事業における電力供給期間は20年とするが、電力供給期間終了後の設備の利活用についての提案も可とする。


（注）枠等は特に設ける必要はない。
	１３．災害時の電力供給について

	災害等による施設の停電時における、施設への電力供給について、記載すること。


（注）枠等は特に設ける必要はない。
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